
１ 緒言
東北地方では、平成２３年３月１１日の「東北地方太

平洋沖地震」及び「大津波」で、甚大な被害を受けた
防潮堤の復旧工事が始まっている。また、内閣府中
央防災会議が公表した「南海トラフ巨大地震の被害
想定」１）では、津波高が２０mを超える推定結果も公
表され、東南海地域の津波対策にも注目が集まって
いる。
従来の防潮堤は、緩い勾配で盛土を行う傾斜堤、

躯体の自重で津波に抵抗する直立堤、躯体を L型

（あるいは逆T）形状として部材を鉄筋コンクリート
断面で構成し杭基礎で支持する構造などが採用され
てきた。一方で、想定津波高の見直しに伴い津波荷
重が増加していること、東北地域における建設工事
労務者や生コンクリートが不足していること、臨港
道路や生活区域等の周辺環境にできるだけ影響を与
えないよう配慮する必要があること、などの課題が
顕在化しており、これらに対応した新しい形式の防
潮堤が望まれている。そこで、平成２４年度に開発を
開始し、早期に市場投入することを目的として、ハ
イブリッド防潮堤「NSハイウォール」を開発した。
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抄 録
東日本大震災において津波による被害を受けた防潮堤の再整備が進められる中、津波高

の見直しに伴う設計荷重の増加、東北地域における建設工事労務者の不足などの課題に対
応した新しい形式の防潮堤が求められている。この度開発したハイブリッド型防潮堤「NS
ハイウォール」については壁体に高耐力・高剛性・施工の省力化が可能な鉄筋レス合成構
造を採用し、実物大モックアップ試験体を用いた載荷実験を行って津波荷重作用時および
地震荷重作用時における設計の妥当性、製作施工性に問題がないことを確認した。

Abstract
The Great East Japan Earthquake and the resulting tsunami brought serious damage

on seawalls in the region. The fact encouraged re-evaluation of design load associated
with the increased height of tsunami as design base. In addition, due to the lack of
construction labor in the area , a new design that enables labor-saving and short
construction period is appreciated after the disaster. NS-High Wall, hybrid type seawall
developed by Nippon Steel Sumikin Engineering Co., Ltd adopts rebar-less composite
structure with features of high-strength and high rigidity and labor-saving in wall
section. Loading tests using a full-scale mock-up specimen were carried out to justify its
design and workability.
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図１ NS ハイウォール概念図
Fig．１ Outline drawing of NS-High Wal

図２ 隅角部の構造
Fig．２ Structure of the corner

その概念図を図１に示す。「NSハイウォール」は、
鋼・コンクリートのハイブリッド構造の防潮堤製品
であり、壁体に鋼殻を用いて所要高さまで内部コン
クリートを充填した高剛性の壁体を有する。「NS
ハイウォール」の主な特徴を以下に示す。

⑴ 高剛性・省スペース
壁体部の鉄筋レス合成構造は、鋼・コンクリート

の合成効果により従来工法の鉄筋コンクリート構造
と比べて高剛性であり、より大きい津波荷重へ対応
することや省スペースとすることが可能である。
⑵ 省力化・短工期化
プレファブ化された鋼殻ブロックは軽量であるた

め、小さな重機で架設することができ、省力化・狭
隘地施工が可能である。また、従来工法の鉄筋コン
クリート現場打ち構造に比べて、壁体部の型枠、配
筋作業、枠組足場などが不要であり大幅な工期短縮
が可能である。津波荷重が小さい頂部近傍では内部
コンクリートを打設せず中空断面とし、コンクリー
トの使用量を削減することが可能である。
⑶ 自由度の高い設計
鋼殻ブロックは、形状や色彩、採光窓・出入り口

扉などの設置と、自由度の高い設計が可能である。
また、フーチングでは現地状況に応じてプレキャス
ト化することも可能である。
この「NSハイウォール」の商品化に際しては、鉄
筋レス合成構造の採用による高耐力化を実現するた
めに、壁体とフーチングの異種部材の接合部につい

て応力伝達機構（設計計算の妥当性）や製作施工性の
検証を行う必要があると考え、実物大モックアップ
試験体を用いた載荷試験を実施した。本稿ではNS
ハイウォールの構造および設計手法、載荷試験によ
る設計方法の妥当性検証結果を示す。

２ NSハイウォールの構造と設計方法
２．１ 構造
⑴ 壁体
壁体部の鋼殻ブロックは、予め縦リブを工場溶接
した鋼板を形鋼で製作した形状保持材で連結しブ
ロック化する。鋼殻ブロック内部には、現地でコン
クリートを打設する。
⑵ 隅角部
壁体とフーチングの隅角部のイメージ図を図２に
示す。海側鋼板はスタッドでフーチング側面に固定
され、壁体部の鋼板と高力ボルト摩擦接合で連結す
る。一方、陸側鋼板はフーチング内に連続させず、
壁体下部で止める構造とする。陸側鋼板に生じた引
張力については、壁体内部に配置した陸側鉄筋によ
りフーチングに伝える構造としている。

⑶ フーチングおよび杭
フーチングは鉄筋コンクリート構造とし、杭は鋼
管杭とする。フーチングと杭の結合は、プレキャス
ト版の場合はグラウト接合にて行い、現場打設の場
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図３ 隅角部の荷重伝達機構
Fig．３ Load transfer mechanism

図４ 実物大モックアップ試験体
Fig．４ Mock―up test specimen

（ブロック１） （ブロック２）

図５ スタッド配置
Fig．５ Placement of stud

合は道路橋示方書・同解説 下部工編２）に示されて
いる鋼管杭の接合方法とする。

２．２ 設計方法
NSハイウォールにおける荷重伝達機構を図３に

示す。荷重の作用方向は、「海→陸方向載荷」と「海
←陸方向載荷」の２方向としており、「海→陸方向載
荷」は津波荷重を想定したものである。本検討では
津波荷重が壁体を越波しないケースを想定している
ため、「海←陸方向載荷」は地震荷重を想定してい
る。なお、荷重の大きさとしては津波荷重が地震荷
重を大きく上回る。
壁体の断面照査については、「海→陸方向載荷」

「海←陸方向載荷」とも、津波荷重や地震荷重による
曲げモーメントが壁体基部で最も大きくなるため、
壁体基部の部材耐力が発生断面力を上回る様に断面
設計を行う。その際、陸側鋼板は壁体基部で不連続
のため抵抗断面として考慮せず、陸側鉄筋のみを有
効とする。「海→陸方向載荷」では海側鋼板が引張力
を負担するので、壁面のスタッドは鋼板からコンク
リートへ応力を伝達できるように必要本数を配置す
る。「海←陸方向載荷」では陸側鉄筋が引張力を負担
するので、フーチング内部での定着長を確保する。

３ 実物大モックアップ試験
３．１ 試験概要
試験体は壁高さ約１０mの防潮堤をモデルに、壁
体高さを約半分としたものを２ブロック施工した。

試験体イメージを図４に示す。また、壁体内部のス
タッドの要否を比較するため、図５に示すようにブ
ロック１ではスタッドを配置し、ブロック２ではス
タッドを配置しないものとした。なお、ブロック２
では鋼板とコンクリートの摩擦の影響を排除するた
め、水平継手より上側の鋼板とコンクリートの接触
面にテフロンシートを貼り付けている。水平継手よ
り下側の隅角部の範囲にはテフロンシートを貼り付
けずスタッドを配置している。

ここで、鋼殻ブロックの架設状況を図６に示す。
隅角部の陸側鉄筋と鋼殻ブロックの取り合いや、海
側鋼板の摩擦接合などについて、特に問題なく施工
することができた。また内部コンクリート打設時に
おいてバイブレーターなどの作業性に問題がないこ
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図８ 載荷方法
Fig．８ Load pattern

図９ 計測箇所
Fig．９ Measurement points

とやコンクリートが確実に充填されていることを確
認することができた。
載荷試験状況を図７に示す。「海→陸方向載荷」で

は、津波荷重を想定し、静水圧相当の荷重が作用し
た場合に弾性範囲内の応答を示すことを確認するこ
ととした。「海←陸方向載荷」では、荷重伝達機構を
確認することのみを目的としてレベル１地震荷重相
当の載荷を行った。載荷サイクルは図８に示すよう
にひび割れ荷重まで載荷・除荷した後、設計荷重ま
で載荷した。なお、載荷試験に際して津波荷重ある
いは地震荷重の代わりとして、ジャッキにより壁体
頂部に水平力を与えており、壁体基部の断面力が等
価となるようにジャッキの牽引力を設定した。
載荷試験における計測点を図９に示す。壁体基部

の剛性を把握するため、壁体頂部の水平変位を計測
した。壁体基部の断面内ひずみ分布を確認するた
め、着目点A、着目点Bの位置（鋼管内面）にひず
みゲージを設置した。フーチング側面の海側鋼板に

もひずみゲージを設置し、フーチングへの応力伝達
の様子を確認することとした。

３．２ 試験結果
３．２．１ 荷重－水平変位関係
図１０に、ブロック２におけるジャッキの牽引荷重
と壁体頂部の水平変位の関係を示す。図中に示す破
線および一点鎖線は、壁体内部コンクリートを全断
面有効とした場合と引張域のコンクリートを無視し
た場合の設計計算値を示したものである。この水平
変位は、壁体の曲げ変形、杭の水平変位、フーチン
グの回転変形による水平変位の合計値であるため、
杭の水平変位、フーチングの回転変形は設計計算上
の仮定と実挙動が一致するように補正している。
（a）海→陸方向載荷、（b）海←陸方向載荷とも１～
４回目の載荷直後は全断面有効に近い挙動を示して

図６ 施工状況
Fig．６ Status of Construction

図７ 静的載荷試験状況
Fig．７ Static loading test
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図１０ 荷重変位関係
Fig．１０ Load―displacement relationship

いる。１，４回目の載荷と３回目の載荷で若干傾向
は異なるが、いずれも荷重の増加に伴って引張無視
の状態へ移行している様子が見られる。また、設計
荷重に到達する段階では引張無視とした設計計算値
と計測結果が良く一致する結果となっている。

３．２．２ 壁体基部の断面内ひずみ分布
図１１に、ブロック２における着目点Aの高さで
の断面内ひずみ分布を示す。図中に示す破線および
一点鎖線は、内部コンクリートを全断面有効とした
場合と引張域のコンクリートを無視した場合の設計
計算値を示している。なお、壁体基部では陸側鋼板
は不連続となるため設計計算に見込まず、陸側鉄筋
のみを有効として計算を行っている。（a）海→陸方

向載荷において、２００kN載荷時の実験値は、全断
面有効とした設計値と良く一致している。６００kN
載荷時の実験値は引張域のコンクリートを無視した
場合の設計計算値を下回っているが、これは壁体内
部コンクリートのテンションスティフニング効果に
よるものと考えられる。（b）海←陸方向載荷におい
ても同様の傾向を示しており、１０１kN載荷時の実
験値は全断面有効とした設計値と良く一致し、２２７
kN載荷時の実験値は引張域のコンクリートを無視
した場合の設計計算値を下回っている。
図１２に着目点Bの高さでの断面内ひずみ分布を
示す。図中に示す破線および一点鎖線は、図１１と同
様に壁体内部コンクリートを全断面有効とした場合
と引張域のコンクリートを無視した場合の設計計算
値であるが、こちらは陸側鋼板を有効として計算し
たものである。（a）海→陸方向載荷では、図１１（a）と
同様に全断面有効から引張無視へ移行する様子が見
られる。ここで、着目点Aの海側鋼板のひずみ（図
１１（a））と、着目点Bの海側鋼板のひずみ（図１２（a））
を比較すると、着目点Bの方が大きな値となって
いる。これは、載荷に伴って壁体に生ずる曲げモー
メントは着目点Aの方が大きくなるが、着目点B
では壁体内部にテフロンシートが貼り付けてあるた
め、壁体内部コンクリートへ応力伝達が殆どなされ
ず鋼板が負担する引張応力が大きくなったためと考
えられる。
図１３に海→陸方向載荷における１回目載荷時の海

側鋼板のひずみ履歴を示す。載荷開始直後から着目
点Bのひずみ値は着目点Aよりも若干大きく、載
荷荷重が３００～３５０kNの時点では着目点A、Bとも
にひずみが大幅に増加している。これは壁体基部の
曲げひび割れの発生に伴って断面内の応力再配分が
起きたものと考えられ、着目点Bでは内部コンク
リートのテンションスティフニング効果がないため
にひずみの増加量が着目点Aよりも大きくなって
いると考えられる。（b）海←陸方向載荷では、いず
れの載荷時においても全断面有効とした設計計算値
と計測結果が一致している。陸側鋼板のひずみ値が
設計計算と良く一致していることから、着目点B
では陸側鋼板が有効となっており、着目点A~Bの
間で陸側鉄筋と陸側鋼板の間での荷重伝達ができて
いると考えられる。
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３．２．３ フーチング側面の鋼板応力度
図１４に、ブロック２における「海→陸方向載荷」の

フーチング側面の鋼板応力度を示す。図中に示す一
点鎖線は、引張域のコンクリートを無視した場合の
設計計算値である。いずれの載荷時においても、壁
体基部からフーチング下面に向けて、徐々に鋼板の
応力度が低下している様子が見られる。これは壁体
基部で最大となる引張応力度が徐々にフーチングに
伝達されて減少する様子を示しており、応力勾配が
一定であることから図３に示すようなフーチング側
面のスタッドの配置が概ね妥当であると考えられ
る。

３．２．４ 壁体スタッド有無の比較
図１５に、「海→陸方向載荷」における海側鋼板の荷
重－ひずみ関係を示す。ブロック１とブロック２の
ひずみ値を比較すると、着目点Aではブロック２
のひずみ値が若干小さな値を示すものの、ほぼ同程
度の値を示しており、両者に大きな差異は見られな
い。一方、着目点Bではブロック１は全断面有効
に近く、ブロック２は全断面有効と引張無視の中間
的な状態となっており、両者の間に差異が見られ
る。これはブロック２の鋼板にテフロンシートが貼
り付けているために内部コンクリートのテンション
スティフニング効果が小さくなっていることを示し

図１１ 断面内ひずみ分布（着目点A）
Fig．１１ Strain distribution of point A

図１２ 断面内ひずみ分布（着目点B）
Fig．１２ Strain distribution of point B
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図１３ 海側鋼板のひずみ履歴（海→陸方向載荷、1回目）
Fig．１３ Strain history

図１４ フーチング側面の鋼板ひずみ分布
Fig．１４ Strain distribution of footing side

図１５ 荷重変位関係の比較
Fig．１５ Comparison of load-displacement relationship

図１６ 断面内ひずみ分布の比較（４００kN載荷時）
Fig．１６ Comparison of strain distribution

ている。
図１６に、「海→陸方向載荷」における着目点Aの

断面内ひずみ分布を示す。ブロック１、ブロック２
ともに中立軸の位置はほぼ一致しており、スタッド
の有無にかかわらず鋼・コンクリート合成構造とし
ての断面保持が成立していると考えられる。以上の
ことから壁体内部コンクリートと海側鋼板は壁体中
間部をスタッド等で直接連結せずとも、隅角部で海
側鋼板を強固に固定すれば、壁体の鉄筋レス合成構
造は合成断面としての挙動を示すものと考えられ
る。

４ 結言
以上、実物大モックアップ試験体を用いた載荷試
験の実験結果を元に、NSハイウォールの構造成立
性の検証結果について報告した。今後は、杭施工が
困難な岩盤基礎への応用やより簡易な構造への改良
について検討していきたいと考える。
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